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2-2 Ｋ値 

 

 【構造令解説】 

  第２種、第４種（都市部）      9％ 

  第１種、第３種（地方部・平地部） 12％ 

  第１種、第３種（地方部・山地部） 14％ 

 

  【道路の交通容量】 

  基準値は示していない。 

 

 【新設計法】 

  路線ごとに、交通特性を考慮して設定する。 

  ただし、データが得られない場合は、下記の標準値を使用することができる。 

 

 

 

 

 

【構造令解説】では、設計交通容量（時間単位）から設計基準交通量（日単位）に日変

換する際にＫ値を使用しているが、そこで使用されるＫ値は、当該道路の存する地域や地

形の特性によるものとして全国一律に設定している。これは、設計を簡便にするための１

つの手法ではあるが、それが当該路線の実態と合わない場合もあると考えられる。 

 Ｋ値は、当該路線のピーク特性を示すものであり、当該路線および周辺の交通量データ

から適切に設定することができれば、それを使用することが望ましい。ただし、十分なデ

ータが得られない場合は、標準値を使用してよいこととした。 

Ｋ値の標準値を設定するにあたり、常観データを分析した結果を図-2.1 に示す。これに

よると、Ｋ値は地域や地形によるところはあまり大きくなく、それよりも年平均日交通量

（計画交通量）との関係の方が大きいと考えられる。そこで、Ｋ値の標準値は、地域や地

形によるのではなく、計画交通量との関係で設定することとした。 

計画交通量は、図-2.1 のデータの分布状況を考慮するとともに、第３種、第４種道路の

級区分に合わせて、以下の４段階に区分してＫ値との関係を分析した。また、休日型道路

（主として休日に渋滞が発生する道路、いわゆる観光道路）はＫ値が高い傾向にあるため、

その他の道路とは別に分析を行った。 

 

20,000 台／日以上 

10,000 台／日以上 20,000 台／日未満 

4,000 台／日以上 10,000 台／日未満 

4,000 台／日未満 

 

 

計画交通量（台／日） 休日交通型 その他 

20,000 以上 9％ 8％ 

10,000 以上 20,000 未満 11％ 10％ 

4,000 以上 10,000 未満 15％ 

4,000 未満 23％ 
15％ 
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計画交通量の４つの階層区分ごとに、 

Ｋ値の分布状況と 50～80％タイル値を 

分析した結果を図-2.2～4 に示す。こ 

こでは、平均値に対してやや余裕を持 

たせた値として、70％タイル値をＫ値 

の標準値として示した。なお、その他 

の道路の 4,000 台／日未満はデータの 

不足により、4,000～10,000 台／日に 

含めることとした。 

 

                   図-2.2 Ｋ値と年平均日交通量の関係（全データ） 

図-2.1 道路種類別Ｋ値と年平均日交通量との関係（【文献102】） 
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図-2.3 Ｋ値と年平均日交通量との関係      図-2.4 Ｋ値と年平均日交通量との関係 

（休日交通型）                  （その他） 

 

 

2-3 Ｄ値 

 

 【構造令解説】 

  60％ 

 【道路の交通容量】 

  基準値は示していない。 

 【新設計法】 

  路線ごとに、交通特性を考慮して設定する。 

  ただし、データが得られない場合は、標準値（60％）を使用することができる。 

 

Ｄ値は、ピーク時（30 番目時間交通量）における往復合計の交通量に対する重方向交通

量の割合である。【構造令解説】では、設計基準交通量を設定する際のＤ値に一律 60％を

使用している。 

Ｄ値についても、当該路線および周辺の交通量データから適切に設定することができれ

ば、それを使用することが望ましい。ただし、十分なデータが得られない場合は、標準値

を使用してよいこととした。 

 標準値を設定するにあたり、常観データを用いて、Ｄ値と年平均日交通量、地域特性（道

路の群分類）との関係を分析した。図-2.5 によると、右下がりの傾向も若干見られるが、

年平均日交通量との関係は明確ではない。図の左上には 60％を上回るＤ値も見られるが、

ほとんどの地点ではＤ値は 60％未満である。地域特性との関係も明確ではない。 

 このため、Ｄ値は 60％を見ておけば余裕があると考えられ、これを標準値とした。 
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 図-2.5 地域特性別Ｄ値と年平均日交通量との関係 

 

なお、常観データのＫ値とＤ値の関係を分析した結果を図-2.6 に示す。若干右上がりの

傾向がなくはないが、明確な関係は見られない。 
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30 番目時間交通量の大型車混入率についても、当該路線および周辺の交通量データから

適切に設定することができれば、それを使用することが望ましい。ただし、十分なデータ

が得られない場合は、標準値を使用してよいこととした。 

 標準値を設定するにあたり、常観データを用いて、大型車混入率について分析した結果

を図-2.7、図-2.8 に示す。 

図-2.7 は、年平均および 30 番目時間交通量出現時の大型車混入率の分布状況を示した

ものである。地域特性を反映した大型車混入率を設定する方法として、計画交通量ととも

に算出される年平均大型車混入率を使用する方法が考えられるが、それをそのまま用いた

のでは過大であり、また、年平均から 30 番目時間交通量出現時を推計することも難しそう

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.7 年平均および 30 番目時間交通出現時の大型車混入率 

 

図-2.8 は、地域特性（道路の群分類）別に 30 番目時間交通量の大型車混入率の分布状

況を示したものである。【構造令解説】では、大型車混入率の設定を都市部 10％、地方部

15％と地域特性別にしているが、最近のデータでは大型車混入率と地域特性との関係は明

確ではなく、15％という設定もやや過大であると考えられる。そこで、30 番目時間交通量

の大型車混入率は、平均値に対してやや余裕を持たせた値として、70％タイル値に相当す

る 10％を標準として示した。ただし、休日交通型道路においては大型車混入率が小さい傾

向にあるため、別に設定することとし、同じく 70％タイル値に相当する 6％を標準として

示した。 
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          図-2.8 地域特性別 30 番目時間交通量の大型車混入率 

 

大型車の乗用車換算係数は、従来から表-2.1 が用いられており、「道路構造令の解説と

運用」（昭和 45 年版）、【道路の交通容量】にも同表が掲載されている。上記の【構造令解

説】の基準値は、それぞれのケースにおける代表的な状態を想定して、同表から乗用車換

算係数を設定したものである。一方、【道路の交通容量】の基準値は、混雑度の算出にあた

り交通量を乗用車換算する際に用いられる乗用車換算係数である。 

大型車の乗用車換算係数に関する最近の文献を見ると、【文献５】では、高速道路にお

ける大型車の乗用車換算係数を分析した結果として、1.7～1.8 が妥当であることが示され

ており、【文献 102】では、常観データの分析をするにあたり、一般道路では交差点の影響

が大きいことから乗用車換算係数 1.7 を使用している。 

このようなことから、設計に使用する大型車の乗用車換算係数として、高速道路につい

ては表-2.1 の多車線道路、大型車混入率 10％、勾配 3％以下の場合に相当する 1.8 を、一

般道路については【道路の交通容量】の交差点に使用される 1.7 を標準として示した。た

だし、特殊な条件下における設計や、大型車の影響を特に考慮して設計する場合は、表-2.1

に示す係数を使用するのがよい。 

なお、本資料における分析においては、大型車の乗用車換算係数は上記の標準値を使用

している。 
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［２車線区間］ 

 

①浦和北 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②浦和南 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：交通量調査断面 

：キー断面（交差点）

＜評価区間＞ 

区間延長：1.7km 

信号交差点密度:5.9 箇所/km 

至 大宮 

北浦和駅入口交差点 

県庁前交差点 

：起終点の地点名

：交通量調査断面 

：キー断面（交差点）

＜評価区間＞ 

 区間延長：3.0km 

信号交差点密度:4.3 箇所/km 

至 大宮

至 東京 

県庁前交差点

辻 1 丁目交差点

：起終点の地点名

9
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③日立 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：交通量調査断面 

：キー断面（交差点）

油縄子交差点

至 いわき

至 水戸

桐木田三差路交差点

：起終点の地点名

＜評価区間＞ 

 区間延長：4.7km 

信号交差点密度:4.5 箇所

10
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④日立北 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤高萩 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：交通量調査断面 

：キー断面（交差点）

＜評価区間＞ 

区間延長 :5.8km 

信号交差点密度:1.6 箇所/km（上り） 

        ：1.7 箇所/km（下り） 

花貫交差点

至 水戸 

至 いわき

日立北 IC

：起終点の地点名

：交通量調査断面 

：キー断面（交差点）

＜評価区間＞ 

区間延長 :3.6km 

信号交差点密度:2.8 箇所/km 

花貫交差点 

高戸交差点 

至 水戸 

至 いわき

：起終点の地点名

11
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[４車線区間] 

 

⑥上尾 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

至 熊谷 

愛宕交差点 

久保交差点

：交通量調査断面 

：キー断面（交差点） 

＜評価区間＞ 

区間長 ：2.9km 

信号交差点密度 :3.8 箇所/km 

：起終点の地点名

12
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⑦水戸東 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧水戸西 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

常観

センサス区間
（1033）

センサス

区間 
（11011）

2 6k

＜評価区間＞ 

区間延長 :2.3km 

信号交差点密度:3.5 箇所

水戸南 IC 交差点

水戸工高東 

交差点 

至 前橋 

：交通量調査断面 

：キー断面（交差点） 

：起終点の地点名

：交通量調査断面 

：キー断面（交差点） 

河和田町南 

交差点 

至 前橋 

至 水戸

：起終点の地点名

木工団地北 

交差点 

センサス区間 

＜評価区間＞ 

区間延長 :2.7km 

信号交差点密度:1.9箇所/km

13
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４．設計例 

 

現設計法および新設計法による車線数決定の設計例を、種級区分別に示す。表の見方は

以下のとおりである。 

 

・幅員構成 

  構造令解説に規定される標準幅員を表示。ただし、片側１車線については特例値を表

示。第１種および第２種は方向別分離構造（第２種は片側２車線以上）。第３種、第４

種については、２方向２車線は非分離、４車線以上は方向別分離構造。 

 

・可能交通容量および設計交通容量の算出 

設計区分別に基本交通容量、補正係数を表示。２方向２車線は両方向合計、片側１車

線および片側２車線は片側（１方向）あたりの数値。 

現設計法の補正係数は、「道路構造令の解説と運用」（昭和 45 年 11 月）に示されてい

る数値。ここには大型車補正が含まれていないため、現設計法の可能交通容量、設計交

通容量は同書に記述のある数値とは異なる。 

新設計法の補正係数は、本報告書に示した数値。 

 

・計画交通量に対応する設計時間交通量の算出 

  ２方向２車線は両方向合計、その他は重方向の設計時間交通量を計画交通量から算出。

新設計法のＫ値、Ｄ値、大型車混入率等は、路線ごとの交通特性を考慮して設定するこ

ととしているが、ここでは標準値を使用した場合の設計例を示す。 

   

・片側車線数の決定 

  第１種、第２種は、重方向の設計時間交通量≦片側の設計交通容量となる片側車線数。 

  第３種、第４種は、両方向合計の設計時間交通量≦２方向２車線の設計交通容量とな

る場合は、２車線（片側１車線）。両方向合計の設計時間交通量＞２方向２車線の設計

交通容量となる場合は、重方向の設計時間交通量≦片側の設計交通容量となる片側車線

数。 
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4．今後の課題 

 

(1) 可能交通容量の低下要因の把握 

常時観測データは１時間に１つのデータしか取得することができないため、交通状

況を十分に説明できない。そこで、交通容量低下の要因について、より詳細な現地調

査が必要である。その際の着目点としては以下のとおりである。 

 

1) 駐車・沿道状況からの出入りの影響の把握 

本検討では、信号との影響のと分けが難しく、また既存研究もほとんどなかった

ことから、要検討事項としている。 

駐車や沿道によりどのように交通容量が低下しているかについて調査を行うこと

が必要である。調査地点は常観ポイントとすることで、調査データとの突き合わせ

が可能と考えられる。 

 

2) 信号交差点の影響 

信号交差点の影響に関しては、信号交差点の補正をどのように行うか、その場合

補正係数をいくつにするかが課題となっている。 

信号交差点の影響範囲について、実測調査や交通シミュレーションにより把握す

ることが必要である。 

・実測調査：数パターンについて把握 

（常観ポイントとすることで調査データとの突き合わせが可能） 

・交通シミュレーション：需要や信号の配置など、いくつものパターンの予測を

行い、影響を把握 

 

(2) １方向１車線の基本交通容量 

本検討では、十分な分析データがないことから、要検討事項としている。 

暫定２車線区間における調査の実施や、車両感知器データの収集・分析により、再

検討が必要である。 

 

 

4



 

 5

＜調査の実施イメージ（駐車・沿道状況、信号の影響）＞ 

①目的：常観ポイントにおいて、容量が低下している要因を把握する。 

    （既存データのみでは把握が困難） 

②ビデオ撮影による調査の実施 

・常観ポイントの交通流率を計測 

・容量低下の影響要因（駐車、信号）がわかるような範囲をビデオ撮影 

 （高所からの撮影が望ましい） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③交通流率の分析イメージ（容量低下要因を切り分ける） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④調査地点（必要ケース） 

・車線数：２車線、４車線 

 ・基本ケースとして、自専道的な道路（基本交通容量程度の箇所） 

 ・比較ケースとして、信号交差点が多い箇所、沿道出入りが多い箇所、駐車車両

が多い箇所において、容量低下の要因を調査 

常観ポイント 

ビデオ観測 

累
加
交
通
量 

時間 

交通流率 2200pcu/h 

流率低下⇒駐車？信号？ 

累
加
交
通
量 

時間 

交通流率 2200pcu/h 

そもそも流率が低い 

⇒沿道の出入りに配慮して

車間を開けて走行？ 

累
加
交
通
量 

1 時間（ピーク）or30 分 

2200 台/h 

1500p 台/h 

サイクル周期等で影響要因を分析 

駐車影響 
信号 
その他 
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（２）サービス水準の評価の体系 
  評価方法の概念 評価方法 留意点／検討課題 

Step1：必要データの収集 

以下の基本データを収集する。 

①プローブ調査データ 
②交通量調査データ（常時観測データでも可） 
③渋滞長データ 
④その他：信号機（設置密度、サイクル、現示）、道路構造（横

断面構成） 

 
・交通量データを収集する際には、

対象区間の交通容量を支配してい

る交差点（ボトルネック交差点）

の交通容量（捌け台数）を把握し

ておくことが必要 

Step2：自由流、混雑の判定 

・プローブ調査結果をもとに、旅行速度の時間変動、交通量／

容量比と旅行速度の関係から自由流での運用か、あるいは混

雑が発生するか否かを特定。 
・混雑の発生状況を確認することで、当該路線で目標とするサ

ービス水準のレベルをどこに設定するかどうかの検討資料と

なる。 

 

Step3：サービス水準（LOS）の判定 

・道路構造別の交通量／容量比と旅行速度の相関図（サービス

水準選定曲線）に応じて、ＬＯＳを判定 
・計画・設計時に想定したサービス水準を満足しているか確認

を行う。 
 

基 
本 
評 
価 

計

画

・

設

計

へ

の

反

映 

 

（計画・設計への反映） 
新規道路の計画・設計など道路の計画・設計へのサービス水準

を反映する際には、予測（計画）交通量と交通容量との比から旅

行速度を推定し、サービス水準として満足できるかどうかを評価

するものとする。 
 

 
・区間の交通容量の設定方法をどの

ようにするか？ 
・サービス曲線の設定 
・旅行速度別の LOS の区切り値の設

定 

Step4：詳細データの収集 

①ナンバープレート調査データ（区間の個々の車両のマッチン

グ結果） 
②拘束状況の調査データ（追越しの自由度（多車線）、追従状況

（２車線）） 

・計測データの活用方法について更

なる検討が必要 
・簡易な計測手法の検討 

既

存

道

路

の

運

用

評

価 

詳 
細 
評 
価 

 

Step5：サービス水準の判定（２車線、多車線） 

・追従状況の変化、追越し状況の変化、あるいは、密度の変化

からサービス水準を判定する方法を提案。 

 
・具体的な判定方法、交通流の変化

に対する感度分析など、基準値の

設定に向けたデータの蓄積等が必

要 

（詳細）データ収集 
①ナンバープレート 
②拘束状況（追越し・追従） 

LOS 判定（２車線） 
①追従率の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 
交通流の変化に対する感度分析 

基準値の設定 

 追従率の変動（２車線浦和　上り）

0%

20%
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８時台 17時台 ２時台

時間帯

構
成

比
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LOS 判定（４車線） 
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②密度の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交通流の変化に対する感度分析 
基準値の設定 

追越率（４車線上尾　上り）
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２．サービス水準に関する今後の課題 
（１）サービス水準の適用場面と適用範囲 

・サービス水準について、「既存道路の運用評価」と「計画・設計への反映」の２段階

における適用方法について検討。 
・計画・設計時においては、道路構造令において道路の種級区分別に「設計基準交通量」

が定められており、道路の車線数等は基本的には設計基準交通量をもとに決定されて

いる。 
 
 
 
（２）サービス水準の評価指標とデータの蓄積によるモデル曲線の設定 

・今年度の検討では、HCM2000 をもとに抽出したサービス水準の評価指標について、

現地の実測データ等をもとに、交通状況の再現性、評価時の適用方法等について検討

し、信号交差点、車線数など道路構造別に交通量／容量比と旅行速度から得られるサ

ービス水準の設定曲線について試算、試案を提案。 
・当該曲線は都市部の一般街路のみという特定の箇所の交通量等の調査データをもとに

得られた検討結果である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 サービス水準のモデル曲線 
 
（３）詳細評価の検討 

・今年度の検討では、ナンバープレート観測調査、ビデオ観測調査から交通の拘束状況

を把握。 
→交通状況が変化（自由流→混雑）する際に「追従率が増大（２車線）」、「追越し比

率が低下（多車線）」。 
 
 
 
 

交通量/容量比の考え方等、計画・設計時におけるサービス水準の具体的な適用方法等
についての検討が必要。 

旅行速度－交通量／容量比（信号交差点密度別）

10

20

30

40

50

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

交通量/容量比

旅
行

速
度

(k
m
/
h
)

信号交差点密度4.3（浦和） 信号交差点密度5.1（浦和） 信号交差点密度5.9（浦和）

◇種々の道路構造、交通状況等の地点において、交通量調査、プローブ調査、ナンバー
プレート観測調査等を実施。 

◇サービス水準のモデルとなる曲線の設定、および交通状況の表現性に対する妥当性に
ついてデータを更に収集・分析し確認していくことが必要。

◇拘束状況の計測データを用いたサービス水準への具体的な展開方法についての検討
が必要。 

◇交通の拘束状況の計測手法の確立、簡易な計測方法についての検討が必要。 

5
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（４）交通容量の設定方法 
・サービス水準のモデル曲線を設定する際の交通量／容量比の設定方法が課題。 

→現状は「設計交通容量」を区間の容量として試算。 
・区間の交通容量を的確に捉えるための交通容量の設定方法が課題。 

 
表 交通容量の設定方法 

交通容量 概念図 使用する上での特徴 
可能交通容量 
（単路） 

 
 
 
 
 
 
 

・単路の可能交通容量を用いてお

り、交差点が考慮されていないた

め、1.0 の意味が分かりにくい。

→単路の容量値に対しての増減

の度合いしか分からない。 

可能交通容量

（単路）×交

差点補正 

 
 
 
 
 
 
 

・区間の交通容量を考慮している。

・1.0 以上の値は基本的には出現し

ない。 
→交差点の補正方法、補正係数の

設定が課題。 
・交通量／容量比の値がそのままサ

ービス水準による補正値として

適用できる？ 
設計交通容量 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

・混雑度と同様なイメージで利用で

きる。 
→1 を越える、越えないで混雑の

発生が分かる。 
・容量値に計画水準（0.75）による

補正がなされている。 
→既に、サービスレベルを考慮し

た値が容量値としてセットさ

れている。 
キー交差点の

最大捌け台数 
（ 実 交 通 容

量） 

 
 
 
 
 
 
 

・区間を支配している容量値が基準

となるため、1.0 が上限値 
・交差点以外の容量に与える要因も

含まれた値。 
→路上駐車、沿道出入りなど 

 

交通量／容量比

旅
行
速
度

1.0

交差点の影響を考慮し
ていないため、1.0の意
味が分かりにくい

交通量／容量比

旅
行
速
度

1.0

区間の容量値のた
め、基本的には1.0を
越えない。

旅
行
速
度

2.0

混雑度と同様なイメージ
（1.0を越えると混雑）で
使用できる。

1.0

交通量／容量比

旅
行
速
度

1.0

区間の容量値の
ため、1.0が最大
値

6
6
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（５）走りやすさマップへの展開 

1)走りやすさマップの概要 

・九州地方整備局（宮崎河川国道事務所、九州幹線道路調査事務所）において、「道路

の走りやすさマップ」が試作されている。 
・観光交通等への支援、道路構造からの道路の評価を目的に作成。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【概要】 

（出典：九州幹線道路調査事務所 HP）
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2)サービス水準評価を用いた走りやすさマップへの展開 

・現状の走りやすさマップは、主に道路構造（幅員、車線数、急カーブ）の観点から「走

りやすさ」を決定。 
→プローブ調査をもとに、速度レベルを設定。 
→ピーク時、オフピーク時など、時間的な速度の変動は考慮されていない。 

・都市部については、歩道、自転車歩行車道等の有無など、歩行者、自転車との錯綜の

可能性により走りやすさを設定。 
→旅行速度による評価は行っていない。 
→渋滞発生交差点、事故多発交差点等は図示されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

◇「道路の走りやすさマップ」を都市部へ展開する場合は、渋滞等を考慮した旅

行速度の設定が必要。 
→道路構造の面に加え、交通状況の変化も見据えた表現方法 

◇朝のピーク時、昼間のオフピーク時など、時間帯による旅行速度の変動を考慮

したマップの見せ方が必要。 
→プローブデータの取得、分析方法について検討が必要 

8
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■「道路の走りやすさマップ」の例：宮崎河川国道 
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2．分析の方法 

交通量/交通容量比の関係を分析するにあたって設置が必要となる交通容量については、

設計交通容量を利用する考え方もあるが、単路では実際の捌け台数と比較して過小である

といった問題点があった。この問題点を解決しつつ、より適切な交通容量を設定するため、

下記の方法により分析を行った。 

 

 

 

 

※１ 最大捌け交通量の適用 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ 過飽和データの除去によるバラツキの軽減 

 モデルケースとして、日立下りの一部区間（日立市中成沢町 3-14 地先交差点→兎平交差

点）について、過飽和データを除去した上で、旅行速度－交通量/容量比について図化する

と下記のとおりとなった。 

このケースを参考に、バラツキの軽減の一手法として、以後の分析では、過飽和データ

の除去を図るものとした。 

※過飽和の定義：旅行速度データの波形より、対象の１信号交差点間で２回以上の速度

低下が見られるケース 

 ＜過飽和データを除外した旅行速度－交通量/容量比グラフ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2車線道路における1車線分の

設計交通容量は、実際の捌け台数

と比較して過小であると考えら

れる。（計画水準がかけられてい

ること、基本交通量が古い基準値

を用いていることが原因） 

そこで、「実測飽和交通流率と

青時間から算出した容量」に近い

「最大捌け台数による交通容量」

を使用して容量を設定すること

とした。 

交通容量の設定値（２車線　日立下り）
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交通量／容量比－旅行速度（２車線　日立下りモデルケース区間（4.5））
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①最大捌け交通量を交通容量値に適用。 

②飽和後の渋滞中データについては、「過飽和データ」として分析対象から除去 
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3．分析の結果 

個別地点の旅行速度－交通量/交通容量比について、「信号交差点密度別」、および「車

線別」に分類整理した。 

 

(1) 全地点・車線別・信号交差点別の分布 

 

 

 

 

 

 

＜全地点の分布＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜車線数別の分布＞           

 

 

 

 

 

＜信号交差点密度別の分布＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

・全地点についての分布では、顕著な分布の傾向はみられない。 

・信号交差点密度が類似している 2 車線区間と 4 車線区間を比較すると、車線数によ

って若干、分布形が異なる傾向にある。 

・信号交差点密度別にみると、信号交差点密度が高いほど、分布は旅行速度の低い領

域となる傾向にある。 

旅行速度－交通量／容量比（信号交差点密度別）
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(2) 2 車線道路に関する分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆２車線　旅行速度－交通量／容量比（信号交差点密度別）
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・信号交差点密度が高い地点では、旅行速度-交通量/容量比の分布は旅行速度が

相対的に低い領域に分布する傾向にある。 

・逆に、信号交差点密度が低い地点では、旅行速度-交通量/容量比は、旅行速度

が相対的に高い領域に分布する。 

・信号交差点密度がほぼ同じ地点では、ほぼ同様の分布状況となっている。 

◆２車線　旅行速度－交通量／容量比（信号交差点密度ランク別）
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◆２車線　旅行速度－交通量／容量比（日立・浦和南）
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(3) 4 車線道路に関する分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆４車線　旅行速度－交通量／容量比（信号交差点密度別）
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・信号交差点密度が高い地点では、旅行速度-交通量/容量比の分布は旅行速度が相

対的に低い領域に分布する傾向にある。 

・逆に、信号交差点密度が低い地点では、旅行速度-交通量/容量比は、旅行速度が

相対的に高い領域に分布する。 

・信号交差点密度がほぼ同じ地点では、ほぼ同様の分布状況となっている。 

◆４車線　旅行速度－交通量／容量比（信号交差点密度ランク別）
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◆４車線　旅行速度－交通量／容量比（上尾・水戸東）
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日立北上下（上1.6/下1.7）
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テストケースとして、H17 年度のプローブ調査時にアンケート調査を実施した下記 2 区

間について、旅行速度－交通量/交通容量比のモデル曲線の段階的区分を試みた。 

・国道 6 号日立（車線数＝2、区間延長＝4.7Km、信号交差点密度＝4.5 箇所/Km） 

・国道 6 号日立北（車線数＝2、区間延長＝5.8km、信号交差点密度＝上 1.6、下 1.7 箇所/Km） 
 
＜分析方法＞ 

 旅行速度－交通量/容量比の分布図の時間帯毎のプロットを快適性の値により着色した

図を作成。時間帯毎の快適性は、各時間帯の被験者 3 回の聞き取り結果の平均値を四捨五

入して設定。 

 

 

 

 
 

◆日立（信号交差点密度＝4.5）               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

◆日立北（信号交差点密度＝1.6(上り)、1.7(下り)） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

テストケース 

・旅行速度が高い程、および、交通量/容量比が低い程、快適度が高い傾向にある。 

・同じ快適度でも、地点によって旅行速度や交通量/容量比のレベルは異なることから、

信号交差点密度や沿道状況により、地点毎にドライバーが要求するサービス水準が異

なることがうかがえる。 

日立上下（4.5）
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(3) サービス水準を用いた評価方法の検討 

現設計法では、計画水準（１～３）を用いているが、本検討ではこれに変わるもの

として、旅行速度－交通量/容量比のモデル曲線を用いたサービス水準を利用すること

を提案している。今後は、計画時および現道評価時において、このサービス水準を用

い、具体的にどのように評価するのかといった点についての検討が必要である。 
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